
ＪＲ東海労ニュース
「社員安否確認方法の見直し」は

震災を理由にしたプライバシーの侵害だ！
６月30日、会社は幹事間折衝で「社員安否確認方法の見直しについ

て」の説明を行いました。内容は「大震災時に①音声通話が困難であっ
たこと②安否確認の連絡・集約が難しかったこと③自宅電話への連絡が
取りづらかったこと」を理由として、「災害発生時には自ら会社に安否
報告をすることを基本とする」また「災害時の安否確認は携帯メールを
基本とする」「各社員のメールアドレスを登録する」というものです。
そもそも、これまでの安否確認方法が労働組合に明らかにされていな

い中で、本来会社が責任を持って行うべき「安否確認」を社員に押しつ
け、さらには個人の携帯電話情報を会社に提出させるとは、プライバシ
ーの侵害であり許されるものではありません。
会社は「何が何でも携帯電話のメールアドレスを出せとは命令できな

い」「協力がもらえないならば別の連絡手段を考える」と明言していま
すが、「命令と服従」の労務管理が蔓延している職場で、管理者からメ
ールアドレスの提出を執拗に迫られるのは容易に想像できます。私たち
は「社員安否確認方法の見直しについて」を認めるわけにはいきません。
会社に対し解明の要求を行い、闘いをつくりだします。
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